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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

九州電力は 2015 年８月 11 日、川内原発１号機の再稼働に踏み切りました。しかし直後の８月 20 日、

復水器からの海水漏出事故が発生しました。この復水器は2006年１月以降、９年以上も点検していなかっ

たことが明らかになっています（2015.８.26朝日新聞）。 
九州電力は放射性物質を含まない２次系であることを強調しますが、専門家である小出裕章氏（元京都

大学原子炉実験所）は、「加圧水型原発は１次系、２次系そしてさらに３次系の全てが関連して一つのシス

テムをつくっており、２次系が機能を失う、あるいは３次系が機能を失ったとしても、結局は１次系も破

壊されてしまうのである」（2004.10.７）と厳しく警鐘を鳴らしています。実際、1979 年の米国スリーマ

イル島原発の大事故は、２次系の冷却が失われることによって起こりました。 
また川内原発２号機の蒸気発生器は、大きな問題を抱えています。九州電力が2009年11月、経産大臣

に申請していた川内原発２号機の蒸気発生器取りかえ等にかかわる原子炉設置変更許可願は、2010 年 12
月許可されています。2011 年１月、鹿児島県知事も了承しています。交換の時期は、2014 年度となって

いましたが、いまだに交換は行われていません。どういうことでしょう。老朽化した原発の安全性向上の

ために交換を申請していたはずです。 
１号機のみならず、２号機までも再稼働されることに大きな不安と疑念を抱きます。 
福井地裁は2014年５月21日、福井県大飯原発３、４号機運転差しとめを命ずる判決の中で、危険の及

ぶ範囲である250キロメートル圏内の居住者の差しとめ請求権を認めました。 
福島第一原発事故時に、実際に想定された最大避難の範囲がこの250キロメートル圏内でした。 
川内原発２号機の再稼働に当たって、当自治体住民の生活圏が250 キロメートル圏内にあることを考え

れば、事業当事者である九州電力が、当自治体住民に対し公開の場で説明会を開催するのは当然のことで

す。 
よって、以下の事項を請願します。 
 
１．本市議会として九州電力に対し、川内原発２号機の再稼働に当たって、250 キロメートル圏内にあ

る当自治体で公開の場での住民説明会開催を申し入れること。 
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